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成 果 の 概 要  
 
 
 
 

本研究集会は、「放射能災害下の保育実践と子どもの育

ち～子どもの育ちの変化と保育現場での工夫 そして 外部

からの支援について～」というテーマのもと、話題提供と

意見交換を行った。福島県内外から約 80 名の参加を得た。 

研究集会の前半はを 4 名による話題提供を行い、その後、

参加者による意見交換を行った。以下、話題提供と意見交

換の内容をそれぞれ報告したい。 

１．話題提供 

幼稚園、保育所、県外避難している子どもの受け入れ、

自治体という４つの視点から、震災後の保育や支援につい

て話題提供をしてもらった。 

私立幼稚園の立場からは、震災直後のいわき市内の各園

での情報共有の様子や、自治体への要望について話があっ

た。 

次に、公立保育所の元所長から震災時の子どもたちや保

育者の様子、震災後の保育の中で取り組んだこと、そして、

そこから見えた今後の課題について話があった。 

三番目には、福島県から避難している子どもの様子とし

て、北海道の例について話をしてもらった。報告では恵庭

市の例があげられ、支援は NPO が主体となっているという

ことであった。行政からすると個人情報だから出せないよ

うなことも、NPO が主体となり、支援したい側と支援される

側の情報交換をうまくやっているとのことであった。 

最後に、自治体の立場として福島県の子育て支援課課長

から、震災直後の対応について、特例に基づく手続きや仕

組みについての話があった。 

２．グループによる意見交換 

休憩をはさみ、グループでの意見交換を行った。各グル

ープは、震災時に保育者であった人や学生だったが現在保

育者になっている人、保育学会会員、県外からの参加者で

構成した。今後もこのような会を開催してほしいとの要望

もあった。  


